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１ 市を取り巻く現状と課題 

（１）人口及び財政の状況

①人口の減少と高齢化の進行（人口の状況）

 今後、市の人口は減少が続き、平成４７年には、平成２２年と比較して約１万８千人減の

約１３万６千人となることが見込まれます。 

世代別では、年少人口（０～１４歳人口）は、平成３７年まで減少した後、平成４２年以

降は増加が見込まれますが、平成４７年には、平成２２年と比較して約３千人減の約１万６

千人となることが見込まれます。 

また、生産年齢人口（１５～６４歳）は、減少が続くことが見込まれます。 

一方で、高齢者人口（６５歳以上人口）は、平成３７年まで増加が続いた後、平成４２年

からは減少しますが、高齢化率（６５歳以上人口の割合）の増加は続き、平成４７年には約

３３．５％と人口の３割以上を高齢者が占めることが見込まれます。 

生産年齢人口の減少や高齢化率の増加は、市の施策や財政運営に大きな影響を与えること

が予想されます。 
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②税収の伸び悩み（歳入の状況） 

 

   

 歳入の多くの割合を占める市税収入は、若干の変動は見られますが、近年はほぼ横ばいで

推移しています。今後、生産年齢人口（１５～６４歳）の減少が見込まれることから、大き

な伸びを期待することはできません。 

また、地方交付税は、平成２２年度以降増加傾向にありますが、合併による特例措置は平

成２７年度以降段階的に減少することから、全体として減少していくことが見込まれます。 

今後の財政運営においては、自主財源の確保が課題となっています。 
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※端数処理（四捨五入）をしているため、合計額が一致しない場合があります。

※平成 27 年度は、決算値が確定次第グラフを追加します。 
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③社会保障関係費の増大（歳出の状況）

人件費は、「久喜市職員定員管理計画」の推進により年々減少傾向にありますが、生活保

護費や児童福祉費等の社会保障関係費である扶助費は、増加しています。 

このことで、任意に削減することができない経費である義務的経費（人件費＋扶助費＋公

債費）は約２２８．４億円（４８．０％）と、歳出の半分近くを占めている状況です。 

  今後の財政運営においては、さらなる歳出の抑制や後述する公共施設等の老朽化対策のた

めの経費の確保が課題となっています。 
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※平成 27 年度は、決算値が確定次第グラフを追加します。

※義務的経費の数値は、平成 27 年度決算値確定次第差し替えます。 
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④公共施設等の老朽化 

公共施設の年度別整備状況（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

 

   

 公共施設は、１９７６年（昭和５１年）から１９８５年（昭和６０年）の間に整備された

施設が多く、築年数が３０年以上経過している施設の延床面積の割合は、公共施設全体の６

割以上を占めています。こうした公共施設の中には、老朽化が著しい施設も見られ、今後、

建替えや大規模改修が見込まれます。 

そのため、維持・更新費用の確保、公共施設アセットマネジメントによる維持管理・修繕・

更新等を推進していく必要があります。 

 

 

（２）行政改革の必要性 

  市を取り巻く状況は非常に厳しく、様々な課題が山積しています。 

その一方で、行政に対する市民ニーズは年々高度化・多様化しており、行政運営に当たって

は、市民ニーズを的確に捉え、限られた財源の中で効率的・効果的な行政サービスを提供して

いく必要があります。 

また、地方分権改革の進展により、基礎自治体である市町村の役割は、非常に重要なものと

なっています。現在の市町村は、国や県からの指示を待つのではなく、自らの責任の下で、自

らのことは自ら考え実行する自己決定力と、自ら主体的に政策を立案し、効率的・効果的に施

策を展開していく政策実行力が求められています。 

市では、これらのことを踏まえた上で、さらなる行政改革の推進に取り組みます。 

 

 

 

30 年以上経過している施設 

旧耐震基準 新耐震基準 

出典：久喜市公共施設等総合管理計画 
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２ 前期行政改革大綱の成果 

 本市における行政改革の取組みは、合併後最初の行政改革の計画として、平成２４年３月に「久

喜市行政改革大綱」を策定し、平成２４年度から平成２８年度の５年間を計画期間として推進し

ています。 

 この計画では、「選択と集中による市民の目の高さの市政の実現」を基本目標として、９５項目

の実施項目に取り組んでいます。 

平成２７年度における達成率は、８９．５％となり、一部計画を下回る進捗状況となっている

実施項目がありますが、全体としては、一定の成果を収めることができています。 

計画を上回る成果を収めている主な実施項目としては、「自主防災組織の育成」、「職員定員管

理の適正化」などが計画を上回る成果を収めています。 

一方で、計画を下回る進捗状況となっている実施項目も見られます。主な実施項目としては、

「道路台帳の一元化の推進」、「財政指標（経常収支比率・公債費負担比率）の目標値の設定」な

どについて、目標を下回る進捗状況となっています。 

 また、財政効果の面では、一律な財政支出の削減のみを目的とはしておらず、新たに実施する

事業やサービス向上のための整備等、財政負担を伴う取組みも設定していることから、財政効果

額全体では、▲２４億５，１２１万２千円と、支出超過となっています。 
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(21.1%)

19

(20.0%)46
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平成２７年度年間進捗状況

達成率

89.5％

財政効果額累計

▲2,451,212千円

Ａ 計画を上回る
Ｂ 計画どおり

Ｃ 計画を下回る
ＡＡ 達成／完了

財政効果額累計（平成２７年度年間実績時点） ▲2,451,212 千円 

うち削減・増収効果額  2,768,385 千円 

うち支出超過額     ▲5,219,597 千円
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３ 行政改革の基本目標と基本方針 

  

本大綱では、これまで見てきた市の現状と前期行政改革大綱の課題を踏まえ、行政改革をより

効果的に推進するために、次の基本目標を掲げ、基本目標の実現のために３つの基本方針の下に

取り組みます。 

 

■基本目標 

 

 

 

今後、益々厳しくなることが予想される財政状況の中で、多様化する行政課題に的確に対応

していくため、市が有する人的・物的資源を効率的・効果的に活用するとともに、真に必要な

事業の「選択」と「集中」を推進することで、持続可能な行政運営の実現を目指します。 

 

 

■基本方針 

基本方針１ 効率的・効果的な行政サービスの提供 

  限られた財源の中で多様化する市民ニーズに的確に対応し、質の高い行政サービスを提供す

るため、市民との協働、連携や民間活力を活用するとともに、窓口サービスの効率化や、行政

サービスの向上を一層推進していくことで、効率的・効果的な行政サービスの提供を目指しま

す。 

 

【計画区分】 

①市民との協働 

 市民と市が、それぞれの役割を担いながら連携・協力してまちづくりを進めるため、地域

の担い手を育成し、市民との協働による地域社会づくりに取り組みます。 

②民間活力の活用 

 効率的・効果的に行政サービスを提供するため、民間の優れた知識やノウハウの活用を一

層推進します。 

③窓口サービスの効率化 

 窓口での手続きの簡素化、迅速化を図るとともに、市民の利便性の向上を図るため、マイ

ナンバーカードを活用し、窓口サービスの効率化に取り組みます。 

④行政サービスの向上 

 誰もが社会参加できる共生社会づくりや、子育てしやすく、安全・安心なまちづくりを推

進するため、更なる行政サービスの向上に取り組みます。 

持続可能な行政運営の実現 
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基本方針２ 効率的・効果的な行政運営 

  社会環境の変化や多様化する市民ニーズに対して柔軟且つ的確に対応していくために、行政

組織や事務の効率化・高度化を図るとともに、人材育成や職員の意識改革等を一層推進してい

くことで、効率的・効果的な行政運営を目指します。 

【計画区分】 

①シティプロモーションの推進

市の魅力を市内外に広くＰＲするとともに、ブランドイメージの確立を図るため、様々な

手段や情報媒体を活用して、シティプロモーションを推進します。 

②行政運営の効率化・適正化

行政需要に的確且つ柔軟に対応していくとともに、質の高い行政運営を推進するため、行

政運営の効率化・適正化に取り組みます。 

③人材育成の推進

行政需要に的確且つ柔軟に対応するため、職員一人ひとりの意識や能力の向上を図るとと

もに、将来を見据えた定員管理や人材の登用を推進します。 

④事務の効率化・高度化

事務の電子化、透明性の向上を図るとともに、一元的な管理を推進するため、事務の効率

化・高度化に取り組みます。 

基本方針３ 健全な財政運営 

 本市が将来に渡って安定した財政基盤の下で行政運営を行うために、自主財源の確保、市税

収納力のより一層の強化、受益と負担の適正化、公共施設アセットマネジメント、公営企業の

健全経営等を推進することで、健全な財政運営を目指します。 

【計画区分】 

①安定した財政運営

安定した財政基盤を確立するため、財政指標の目標値の設定、財政調整基金の確保、公営

企業の健全経営等により、安定した財政運営に取り組みます。 

②受益と負担の適正化

受益者負担の公平性の確保、均衡を図るため、使用料・手数料等、補助金・負担金等の受

益と負担の適正化に取り組みます。 

③自主財源の確保

厳しい財政状況の中、安定した財政基盤を確立するため、債権管理の適正化を図るととも

に、自主財源の確保に取り組みます。 

7



 

 

④市有財産の有効活用・適正化 

 市の保有する財産を的確に把握し、適正に管理・運営するため、市有財産の有効活用・適

正化に取り組みます。 

 

 

４ 行政改革の推進方法 

 

（１）推進期間 

本大綱は、平成２９年度から平成３３年度までの５年間を計画期間として推進します。 

 

（２）推進体制 

行政改革を着実に実施するため、次の体制の下に全庁的な取組みとして推進します。 

  ①久喜市行政改革推進本部 

市長を本部長とし、副市長、部長級職員で組織する庁内の最高機関として、行政改革の推

進状況を検証し、達成に向けた進行管理に取り組みます。 

②久喜市行政改革推進本部幹事会 

総務部長を座長として、行政改革推進本部に付議すべき事案を検討、調整します。 

  ③久喜市行政改革推進委員会（附属機関） 

公募による市民及び学識経験を有する者で組織し、行政改革の推進状況について調査及び

審議し、意見を述べます。 

 

（３）市民への情報提供 

推進期間における行政改革の取組状況については、広報くきや市ホームページ等を活用し、

市民目線で分かりやすい情報提供に努めます。 

 

（４）ＰＤＣＡサイクルの徹底 

本大綱をより実効的な計画とするために、適切な目標を定め、状況に応じて実情に沿った計

画となるようＰｌａｎ（Ｐ）－Ｄｏ（Ｄ）－Ｃｈｅｃｋ（Ｃ）－Ａｃｔｉｏｎ（Ａ）のＰＤＣ

Ａサイクルを徹底します。 
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久喜市行政改革推進委員会 

（附属機関） 

久喜市行政改革推進本部 

（市長、副市長、教育長、部長級職員） 

久喜市行政改革推進本部幹事会 

担当部課 

市 長 

担当部課 担当部課 

答申 

諮問 

推進体制概念図 
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５ 第２次久喜市行政改革実施計画 

（１）第２次久喜市行政改革実施計画一覧表 

基本方針１ 効率的・効果的な行政サービスの提供 １１項目 

基本方針２ 効率的・効果的な行政運営 １６項目 

基本方針３ 健全な財政運営 ２３項目 

整理

番号 
基本方針 計画区分 取組項目名 主管課 

1 
１ 効率的・効

果的な行政サ

ービスの提供 

①市民との協働 
自主防災組織の育成 

消防防災課 

各総合支所市民課 

2 介護予防ボランティアの育成 介護福祉課 

3 
②民間活力の活用 

民間委託の推進 企画政策課 

4 
市民課（総合窓口）業務に民間活用の検

討 
市民課（総合窓口） 

5 
③窓口サービスの

効率化 マイナンバーカードの発行促進 市民課（総合窓口） 

6 証明書自動交付機の見直し 市民課（総合窓口） 

7 日曜開庁の見直し 企画政策課 

8 栗橋駅構内市民サービスコーナーの廃止 
栗橋総合支所市民課 

市民課（総合窓口） 

9 
④行政サービスの

向上 障がいを理由とする差別の解消の推進 障がい者福祉課 

10 幼保一体化の推進 
学務課 

保育課 

11 防災体制の充実 消防防災課 

12 
２ 効率的・効

果的な行政運

営 

①シティプロモー

ションの推進 シティプロモーションの推進 
シティプロモ

ーション課 

13 市政情報の積極的な発信 
シティプロモ

ーション課 

14 広報紙のあり方の見直し 
シティプロモ

ーション課 

15 
②行政運営の効率

化・適正化 効率的・効果的な組織機構の構築 企画政策課 

16 権限移譲事務の受入れ推進 企画政策課 

17 行政評価システムの推進 企画政策課 

10



整理

番号 
基本方針 計画区分 取組項目名 主管課 

18 団体事務局の見直し 企画政策課 

19 職員提案制度の推進 企画政策課 

20 
③人材育成の推進

研修の充実による人材育成の推進 人事課 

21 人事評価制度の推進 人事課 

22 職員定員管理の適正化 人事課 

23 女性職員の管理職への登用推進 人事課 

24 
④事務の効率化・高

度化 時間外勤務の削減 人事課 

25 電子入札の拡充 契約検査課 

26 統合型地理情報システムの活用促進 管財課 

27 道路台帳の一元化の推進 建設管理課 

28 
３ 健全な財政

運営 

①安定した財政運

営
財政指標（経常収支比率・実質公債費比

率）の目標値の設定 
財政課 

29 市債の繰上げ償還の実施 財政課 

30 財政調整基金の確保 財政課 

31 一部事務組合負担金の精査 
一部事務組合

所管課 

32 事業部制（枠配分）予算編成の推進 財政課 

33 
スクラップ・アンド・ビルド予算編成の

推進
財政課 

34 ゼロ予算事業の推進 財政課 

35 水道事業の健全経営 水道業務課 

36 
公共下水道事業・農業集落排水事業の健

全経営 
下水道業務課 
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整理

番号 
基本方針 計画区分 取組項目名 主管課 

37 
  

電力小売自由化の活用 管財課 

38 
②受益と負担の適

正化 使用料・手数料の見直し 
使用料・手数

料所管課 

39 補助金・負担金等の見直し、精査 
補助金・負担

金等所管課 

40 
③自主財源の確保 市税・国民健康保険税の収入未済額の圧

縮 
収納課 

41 重点取組債権の適正な管理 各債権所管課 

42 有料広告等の推進 企画政策課 

43 自動販売機設置事業者の公募 施設所管課 

44 ふるさと納税の受入れ推進 企画政策課 

45 産業基盤の整備による自主財源の確保 
都市計画課 

商工観光課 

46 

④市有財産の有効

活用・適正化 市有財産の有効活用の推進 

企画政策課 

管財課 

各総合支所総務管理課 

47 公共施設アセットマネジメントの推進 企画政策課 

48 
栗橋いきいき活動センターしずか館と栗

橋公民館の統廃合の検討 

生涯学習課 

中央公民館 

49 久喜市民プール事業の検討 公園緑地課 

50 農業センター事業の検討 
鷲宮総合支所

環境経済課 
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（２）第２次久喜市行政改革実施計画

基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
①市民との協働

整理番号 １ 主管課
消防防災課
各総合支所市民
課

関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

72.5％ 74.0％ 76.0％ 77.0％ 78.5％

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

　お互いに助け合う災害に強い地域づくりを推進するため、自主防災組織の設立を更に促
進するとともに、自主防災組織の育成、支援に努める。

　区長会の開催時等に設立を促すとともに、自主防災組織未設立の行政区等の総会・役員
会等の機会に説明会を行っている。また、窓口での相談では、設立への手続きや助言、補
助金制度の説明等を行っている。
　また、自主防災組織の育成・支援として、防災資機材等購入及び防災訓練実施に対し
て、補助金を交付している。
　平成27年度末時点の組織率は70.97％となっており、引き続き組織率の向上を目指す必要
があることから、設立説明会を積極的に実施するとともに、自主防災組織の継続的な活動
を支援する。

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　自主防災組織の育成

年度別工程

数値目標
（指標）

①自主防災組織の組織率

②

□増収

□削減

設立説明会等の実施

自主防災組織への補助金交付

自主防災訓練等への職員参加による防災啓発

自主防災組織リーダー養成講座の開催

自主防災組織ネットワークの活動の推進
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
①市民との協働

整理番号 ２ 主管課 介護福祉課 関係課
各総合支所福祉
課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

20人以上 20人以上 20人以上 20人以上 20人以上

114人 124人 134人 144人 154人

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②介護予防ボランティア登録者数

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①介護予防ボランティア養成事業参加者数

□増収

□削減

　介護予防ボランティアの育成

　地域における介護予防を推進するため、市内全域を対象として、介護予防事業の担い手
となる介護予防ボランティアを育成する。

　平成18年度から開始し、平成23年度には市内14会場で実施していた「はつらつ運動教
室」では、平成24年度から27年度までの4年間で76人の介護予防ボランティア「はつらつ
リーダー」を養成し、住民主体の体操教室を平成28年6月1日現在34会場まで拡大してい
る。
　開設して時間の経過した会場では、介護予防ボランティアの高齢化が進行している状況
にある。また、リーダーが複数会場を兼務したり遠方から着任するなどのケースがあり、
会場が地域に根ざし、安定的に運営されるためには、会場周辺の地域からの新たなリー
ダーの養成が必要な状況である。

年度別工程

介護予防ボランティアを新たに養成する講座の実施

既存リーダーの指導技術の維持向上を図るためのスキルアップ研修の実施

14



基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
②民間活力の活用

整理番号 ３ 主管課 企画政策課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

53施設 53施設 53施設 53施設 53施設

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①指定管理者制度導入施設数

□増収

□削減

　民間委託の推進

　市民サービスの向上、行政運営の効率化を推進するため、「久喜市アウトソーシング推
進指針」に基づき、民間委託を推進する。

　平成24年度に策定した民間委託の全庁的な指針である、「久喜市アウトソーシング推進
指針」に基づき、民間委託を推進している。
　今後、新たな施設への指定管理者制度の導入や、施設整備・管理以外への更なる民間委
託の拡大が課題となっている。
　【平成28年度現在指定管理者制度導入施設数：53施設】

年度別工程

新たな施設への指定管理者制度の導入の推進

民間委託業務拡大の推進

15



基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
②民間活力の活用

整理番号 ４ 主管課
市民課（総合窓
口）

関係課

取組項目 目標時期 平成30年度

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　市民課（総合窓口）業務に民間活用の検討

　窓口業務の効率化を図るために、市民課（総合窓口）業務の一部（受付等の業務）に、
民間委託の活用を検討する。

　効率的な行政サービス実施のため、市民課（総合窓口）業務において民間委託を活用す
るために、より効果を得られる業務内容や委託方法について検討を続けてきた。
　今後は、より具体的に、どの業務に、どの方法を選択していくかを、先進自治体などを
参考にしながら検討していく。

年度別工程

費用対効果の検証

民間活用が可能な

業務の洗い出し

民間活用の方法
の検討 民間活用の導入

導入後の業務効率の検証

先進自治体からの
情報収集
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
③窓口サービスの効率化

整理番号 ５ 主管課
市民課（総合窓
口）

関係課 関係各課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

15％ 20％ 25％ 28％ 30％

2,000件 5,000件 10,000件 12,000件 15,000件

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

3,394

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

1,697 1,697

数値目標
（指標）

②コンビニ交付利用件数

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　個人番号カードが普及し、コンビニ交付の利用率が向上することに
よって、窓口の混雑が緩和されることによる、窓口補助臨時職員分の賃
金の削減額

①マイナンバーカード申請率

□増収

■削減

マイナンバーカードの発行促進

コンビニ交付の開始に伴い、市民の利便性の向上を図るため、マイナンバーカードの発
行を促進する。

マイナンバー制度の導入に伴い、平成28年1月から、申請者に対してマイナンバーカード
の交付を開始した。
　また、マイナンバーカードを利用して、平成28年1月25日から、コンビニエンスストアに
おいて、各種証明書を交付するサービスを開始した。
　しかしながら、マイナンバーカードの申請者は人口の約8％にとどまっている。

マイナンバーカードの発行促進のため、市民のマイナンバー制度への理解を深め、コン
ビニ交付サービスをはじめとする利便性についての周知を図っていく必要がある。

年度別工程

マイナンバー制度についての周知

コンビニ交付サービスに関する広報
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
③窓口サービスの効率化

整理番号 ６ 主管課
市民課（総合窓
口）

関係課
管財課、市民税
課、収納課

取組項目 目標時期 平成29年度

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

57,629

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

6,902 16,909 16,909 16,909

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　証明書自動交付機の年間の維持管理費用の削減額

①

□増収

■削減

　証明書自動交付機の見直し

　コンビニ交付の開始に伴い、証明書等発行業務の効率化を図るため、自動交付機の廃止
も含めた検討を行う。

　証明書自動交付機は、平成11年度に合併前の旧久喜市において取り組みが始まり、現
在、久喜地区のみに3台設置している。そのため、菖蒲・栗橋・鷲宮地区の市民は利用しに
くい状況にある。
　また、平成28年1月25日からコンビニ交付サービスを開始したことにより、市内の全域で
証明書の交付窓口の拡大が図られたところである。
　そのため、同様のサービス提供となる自動交付機については、廃止を含めて検討する必
要がある。

年度別工程

自動交付機の廃
止も含めた検討

平成30年度に廃
止決定の場合、
廃止についての
周知や廃止後の
証明書取得方法
についての周知

自動交付機リー
ス期間満了

廃止の場合、廃
止についての周
知や廃止後の証
明書取得方法に
ついての周知
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
③窓口サービスの効率化

整理番号 ７ 主管課 企画政策課 関係課 関係各課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　日曜開庁の見直し

　効率的・効果的な行政サービスの提供を推進するため、総合支所での実施のあり方を含
め、日曜開庁を行う所属所及び取扱業務等を検証し見直す。

　窓口業務を中心に本庁及び各総合支所において、日曜開庁を実施している。
　また、毎年度、総合窓口業務に係る関係所属所による連絡調整会議を開催しており、日
曜開庁を含めた窓口業務に関する情報の共有・交換を行っている。
　取扱業務が限られる各総合支所では、日曜開庁の来庁者数が、本庁舎と比較すると大変
少ない状況が続いている。

マイナンバーカードを利用した証明書等のコンビニ交付を開始したことを踏まえて、今
後の各総合支所における日曜開庁の実施について、検討が必要となる。

【平成27年度実績 実施日数：48日 取扱件数：本庁舎 23,047件、総合支所計 4,861件】

年度別工程

総合支所での実施のあり方の検討

日曜開庁の取扱業務等の検討

総合支所での実施
のあり方の見直し
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
③窓口サービスの効率化

整理番号 ８ 主管課
栗橋総合支所市
民課、市民課(総
合窓口)

関係課
管財課
都市整備課

取組項目 目標時期 平成29年度

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

7,944

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

1,986 1,986 1,986 1,986

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　栗橋駅構内市民サービスコーナーの維持管理費用の削減額

①

□増収

■削減

　栗橋駅構内市民サービスコーナーの廃止

　コンビニ交付の開始に伴い、証明書等発行業務の効率化を図るため、栗橋駅構内市民
サービスコーナーを廃止する。

　栗橋駅自由通路において、臨時職員を1名配置し、住民票や戸籍謄（抄）本等の交付、市
内施設・観光案内を、加須市との共同運営で行っている。
　諸証明交付件数は、1日平均の利用実績が少ない状況にある（申請者4.0人、発行枚数6.0
枚）。
　また、個人番号カードを利用したコンビニ交付の開始(平成28年1月25日)により、今後の
利用件数の大幅な増加は見込めない。加須市との調整も必要となる。
　利用日：月～金曜日　利用時間：午前8:30～正午、午後4:00～午後8:00

【平成27年度（久喜市分）：諸証明交付件数1,475件(戸籍謄(抄)本113件、住民票691件、
　印鑑証明450件、税関係証明221件)、稼働日数243日】

年度別工程

関係例規の改正

窓口終了

廃止に係る周知

加須市との協議

施設の撤去
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
④行政サービスの向上

整理番号 ９ 主管課 障がい者福祉課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

対象者全員 対象者全員 対象者全員 対象者全員 対象者全員

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①久喜市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領に基づく研修の
対象者

□増収

□削減

　障がいを理由とする差別の解消の推進

　誰もが社会参加できる共生社会づくりを推進するため、市民や事業者等に対し、障がい
のある方への社会的障壁や偏見の取り除きに関する意識の醸成を図る。

　平成28年4月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消
法）」が施行され、障がいのある方に対する不当な差別的取扱いが禁止され、合理的配慮
の提供が求められることとなった。国では、分野毎に事業者の適切な対応・判断に資する
ための対応方針を作成しており、今後、地域において周知を図っていく必要がある。
　また、本市職員は、「久喜市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対
応要領」及び「障がい者等への配慮マニュアル」に基づき、障がい特性に応じた適切な対
応に努めていく必要がある。

年度別工程

障害者差別解消

支援地域協議会

の設置

新規採用職員、新たに所属長となった職員への研修の実施

法制度の周知・意識啓発

21



基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
④行政サービスの向上

整理番号 １０ 主管課
学務課
保育課

関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

　幼保一体化の推進

　幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するため、中央幼稚園
における幼保一体化の取組をさらに推進する。

　現在、中央幼稚園において中央保育園分園との幼保一体化に取り組んでいる。
　また、保育所の待機児童問題や、一方での幼稚園入園児童数の減少といった現状を踏ま
え、認定こども園を視野に入れた保育の量的な拡大・確保と教育・保育の質的改善、地域
の実状に応じた子育て支援の充実等を図っていくことが必要である。

年度別工程

数値目標
（指標）

②

①

□増収

□削減

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

幼保一体化の取組み内容の検討・見直し及び制度設計等定期的な打合せの実施

各種行事、イベント等の合同実施
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基本方針１　効率的・効果的な行政サービスの提供
④行政サービスの向上

整理番号 １１ 主管課 消防防災課 関係課
各総合支所市民
課、社会福祉
課、健康医療課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

9,000食 9,000食 9,000食 9,000食 9,000食

1,116リットル 1,116リットル 1,116リットル 1,116リットル 1,116リットル

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②防災備蓄保存水の購入

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①防災備蓄食料の購入

□増収

□削減

　防災体制の充実

　災害時の非常時に円滑な対応をするため、防災体制の更なる充実を図る。

　災害対策業務を迅速かつ円滑に遂行するため、必要に応じ地域防災計画の改訂や班別行
動マニュアル等の見直しを行い、防災体制の充実を図っている。
　また、現状のアナログ方式防災行政無線設備については、計画的にデジタル方式へ設備
更新を行うとともに、防災行政無線情報メールやエリアメール、各種ＳＮＳなど多様な情
報伝達媒体への迅速かつ確実な情報提供を図る。
　防災備蓄品の整備については、備蓄計画に基づき食料品や医療用品等の備蓄及び防災資
機材の整備を行うとともに、要配慮者用の備蓄品の整備・充実に努めている。

年度別工程

防災備蓄品の購入

防災行政無線の放送及びメール配信

地域防災計画の改訂の検討及び班別行動マニュアル等の見直し

防災行政無線設備デジタル化更新工事
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
①シティプロモーションの推進

整理番号 １２ 主管課
シティプロモー
ション課

関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　シティプロモーションの推進

　市の魅力の更なるＰＲとブランドイメージの確立を図るため、全国に発信するシティプ
ロモーション（地方自治体が都市の特色や魅力などを他の自治体や企業などに売り込むこ
とによって、知名度や好感度を上げていくこと）を推進する。

　平成25年12月に策定した「久喜市シティプロモーション推進指針」に基づき、久喜市の
魅力について、市内外に広く発信している。
　また、地域への関心のきっかけとすべく、クッキーと久喜市をかけあわせた地域イメー
ジの定着を図っており、高校生のオリジナルクッキーのコンテスト「クッキー甲子園」の
開催など、他自治体には無い市オリジナルの取組みを実施している。

年度別工程 市オリジナルの取組みの実施

久喜市シティプロモーション推進指針に基づく取組みの推進

久喜市くき親善大使の活用
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
①シティプロモーションの推進

整理番号 １３ 主管課
シティプロモー
ション課

関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

406件以上 406件以上 406件以上 406件以上 406件以上

412件以上 412件以上 412件以上 412件以上 412件以上

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②メール配信による市政情報の発信件数

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①ツイッターによる市政情報の発信件数

□増収

□削減

　市政情報の積極的な発信

　効率的・効果的に市政情報を発信するために、様々な媒体を活用した市政情報を発信す
る。

ツイッター・メール配信・フェイスブック・ライン・動画チャンネル・テレビ埼玉dチャ
ンネルによる情報発信を行っている。様々な媒体を活用した情報発信を行うことで、市民
が自ら利用媒体を選択できるようになり、より手軽に市政情報を入手することが可能にな
る。
　情報通信技術の進歩・普及によって、情報格差（デジタル・デバイド）が広がる危険性
がある。今後、新たな媒体の導入を検討するにあたっては、媒体の操作性や普及率などを
考慮する必要がある。

年度別工程
ツイッター、メール配信、フェイスブックを活用した積極的な情報発信
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
①シティプロモーションの推進

整理番号 １４ 主管課
シティプロモー
ション課

関係課

取組項目 目標時期 平成30年度

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　広報紙のあり方の見直し

　広報紙の紙面の内容や発行方法等、時代の変化に即した広報紙となるよう広報紙のあり
方の見直しを行う。

　市ではシティプロモーションを推進しており、広報紙を通じて様々な行政情報をはじ
め、市の魅力を発信していく必要がある。
　県内市町村において、近年広報紙の見直しが行われている例もあり、現在の広報紙をど
う認識しているかなど、意向調査を実施するとともに、さらに結果を分析し、広報紙のあ
り方の見直しを行う必要がある。

年度別工程

広報紙に対する
意向調査結果の
分析

広報紙のあり方
の見直し 広報紙のあり方の見直し結果に基づく発行
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
②行政運営の効率化・適正化

整理番号 １５ 主管課 企画政策課 関係課 人事課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　効率的・効果的な組織機構の構築

　限られた人的資源や予算の重点的且つ効率的な活用を図るために、行政需要に柔軟に対
応した組織機構となるよう見直しを行う。

　新たな行政課題や多様化する市民ニーズに対応し、的確且つきめ細かな行政サービスを
提供するため、毎年度、組織機構の見直しを行っている。
　増加する行政需要や新たな制度に対応した、組織づくりが課題となっている。

　【平成28年4月1日現在の部・課数：10部3総合支所、66課相当】

年度別工程
組織機構の見直し
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
②行政運営の効率化・適正化

整理番号 １６ 主管課 企画政策課 関係課
権限移譲対象事
務所管課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

102事務

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①権限移譲事務数

□増収

□削減

　権限移譲事務の受入れ推進

　権限移譲事務を積極的に受け入れることで、自らの地域のことは自らで決める自己決定
権の拡大を図り、総合行政を推進する。

　埼玉県権限移譲方針に基づき、権限移譲事務を積極的に受け入れている。
　現在は「第四次埼玉県権限移譲方針」に基づく受入れを行っており、平成28年度は、移
譲対象事務128事務中、92事務（移譲率71.9％）を受け入れている。指定都市、中核市及び
特例市を除く県内15万人以上の市の中では、最も多くの事務を受け入れているところであ
る。

年度別工程
権限移譲事務の積極的な受入れ
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
②行政運営の効率化・適正化

整理番号 １７ 主管課 企画政策課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

100％ 100％ 100％ 100％ 100％

100％

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②政策評価実施率

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①事務事業評価、施策評価実施率

□増収

□削減

　行政評価システムの推進

　ＰＤＣＡサイクルによる効果的・効率的な質の高い市政運営を推進するため、事務事
業、施策、政策の３階層での行政評価を実施する。

　事務事業評価は、予算事業を単位として評価を行うことにより、事業の改革・改善ツー
ルとして活用を図っている。

施策評価は、総合振興計画の施策を単位として評価を行うことにより、総合振興計画の
進捗管理ツールとして活用を図っている。
　総合振興計画前期基本計画の終期は平成29年度であることから、総合振興計画を大綱レ
ベルで総括するものとして、政策評価の制度設計を進めていく必要がある。

年度別工程

事務事業評価、施策評価の継続的な運用

政策評価実施方
法の検討 政策評価の実施
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
②行政運営の効率化・適正化

整理番号 １８ 主管課 企画政策課 関係課
団体事務局所管
課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　団体事務局の見直し

　団体・市の役割の適正化を図るため、市が事務局機能を担っている団体について、事務
（事務局）を当該団体に移管することを前提に、見直し基準に基づいた見直しを推進す
る。

　市が事務局機能を担っている団体について、事務局機能を団体に移管するための全庁的
な基準である「団体事務局見直し基準」により、各所管課において見直しに取り組んでい
る。
　これまでの取組みにより、団体事務局見直しは一定の成果を挙げているが、平成28年4月
現在、事務局の見直し対象団体は21団体あることから、今後も見直しに向けた協議を進め
ていく必要がある。
　課題として、団体側の実情も関係してくるため、市からの働きかけが事務局移管に至ら
ないケースがある。

年度別工程
事務局移管に向けた団体との調整

30



基本方針２　効率的・効果的な行政運営
②行政運営の効率化・適正化

整理番号 １９ 主管課 企画政策課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

144件以上 144件以上 144件以上 144件以上 144件以上

70％ 72％ 74％ 76％

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②「改革・改善しやすい職場の風土がある」と感じている職員の割合

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①事務改善実施件数

□増収

□削減

　職員提案制度の推進

　職場における様々な業務の改革・改善が日常的になされるような職場風土を醸成するた
め、職員が自発的に改善・提案しやすい環境づくりや意識の向上を促進する。

　職員提案制度は、市政全般に対する職員からの提案（職員提案）と各課単位での事務改
善（事務改善）の2本立てで実施している。職員提案については、伸び悩んでいるが、事務
改善については、実施件数が安定している。
　【H27 職員提案件数：3件（うち採用1件） 事務改善件数：144（うち市長表彰1件）】
　職員提案制度の目的は、日常的に改革・改善がなされる職場風土の醸成であるが、現状
は効果を測定できていない。

年度別工程 事務改善の推進方法の見直し

職員提案の推進方法の見直し

職員アンケート
の検討 職員アンケートの実施
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
③人材育成の推進

整理番号 ２０ 主管課 人事課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　研修の充実による人材育成の推進

　人材育成を推進するため、各種研修の充実を図る。

　職員の人材育成を推進するため、久喜市人材育成基本方針及び久喜市職員研修実施計画
に基づき、市独自研修の実施及び各種研修への職員派遣を行っているほか、ＯＪＴの実
施、職務に関する通信教育及びｅラーニングなどの学習情報の提供、自主研究グループ活
動の支援、研修単位制の実施による積極的な研修受講の推進等を行っている。
　今後についても、これまでと同様に、より効果的・効率的な実施方法を検討し、取り組
んでいく予定である。

年度別工程

市独自研修の実施

各種研修への職員派遣

ＯＪＴの実施

学習情報の提供

自主研究グループ活動の支援

研修単位制の実施による積極的な研修受講の推進
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
③人材育成の推進

整理番号 ２１ 主管課 人事課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　人事評価制度の推進

　職員のモチベーションの向上、計画的な人材育成、組織の活性化のため、全職員を対象
とした人事評価制度を推進する。

　平成23年度から試行的に人事評価制度を導入し、毎年、制度の改善を図りながら実施し
てきたところであるが、地方公務員法の一部改正に伴い、人事評価の実施が法定化された
ことから、平成28年度から本格実施に移行して取り組んでいる。

年度別工程

人事評価の実施及び評価結果の活用

（任用、給与、分限、その他の人事管理の基礎として活用）
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
③人材育成の推進

整理番号 ２２ 主管課 人事課 関係課 企画政策課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

918人 915人 912人 908人

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

306,618

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

39,310 62,896 86,482 117,930

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　職員数の削減による効果
　　平成27年度年間平均人件費　7,862千円

①職員数

□増収

■削減

　職員定員管理の適正化

　限られた職員数で最大の行政効果を発揮し、多様化した市民ニーズに適切に対応できる
ようにするため、定員適正化計画に基づき、職員定員管理の適正化を推進する。

　平成28年3月に平成31年度（平成32年4月1日）までの定員適正化計画を策定し、適正な定
員管理に努めている。
　【H28.4.1現在職員数：920人】
　厳しい財政状況が続く中、人件費の抑制が必要となるが、複雑多様化する市民ニーズや
新たな行政需要に対応できる効率的な組織とするためには、それ相当の職員数が必要であ
る。

年度別工程

人事ヒアリングの実施

定員適正化計画を踏まえた職員数の決定
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
③人材育成の推進

整理番号 ２３ 主管課 人事課 関係課

取組項目 目標時期

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

18.6％ 19.1％ 19.6％ 20.0％

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①管理職に占める女性職員の割合

□増収

□削減

　女性職員の管理職への登用推進

　男女が性別に関わりなく能力を発揮できる環境を整えるため、女性職員の管理職への登
用を推進する。

　女性の幹部職員としての育成を図りながら、管理職への積極的な登用に努めている。
　【管理職に占める女性職員の割合18.2％（平成28年4月1日現在）】
　女性職員の係長職昇任試験の受験率が伸び悩んでおり、ワークライフバランス（仕事と
生活の調和)を推進していく必要がある。

年度別工程

※メンター制度・・・知識や経験豊かな先輩（メンター）が、後輩に対して、キャリア

形成や仕事と子育ての両立、仕事の仕方などについての相談に応じるという制度

女性職員キャリアアップ研修の実施

メンター制度※の実施
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
④事務の効率化・高度化

整理番号 ２４ 主管課 人事課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

111,230時間以下 111,230時間以下 111,230時間以下 111,230時間以下 111,230時間以下

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①年間時間外勤務時間数

□増収

□削減

　時間外勤務の削減

　時間外勤務手当の削減、職員のワークライフバランス（仕事と生活の調和）の向上のた
め、ノー残業デーの徹底等により、職員の時間外勤務を削減する。

　時間外勤務の時間が多く、時間外勤務手当の予算が年度途中で不足してしまう所属所が
数多くある。
　時間外勤務が多くなると職務能率が下がり、非効率的であるばかりでなく、人件費の適
正な支出という観点からも問題がある。
　また、労働時間の増加に伴う職員の健康問題も発生するおそれがある。
　勤務命令の問題や業務量の問題、時間外勤務に対する職員の意識の問題が考えられる。

年度別工程

時間外勤務の縮減に向けた取組みの強化について周知徹底

ノー残業デーの周知徹底
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
④事務の効率化・高度化

整理番号 ２５ 主管課 契約検査課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

62件 62件 62件 62件 62件

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①電子入札実施件数

□増収

□削減

　電子入札の拡充

　入札事務の透明性・公正性の向上や事務効率の向上のため、電子入札の対象となる公共
工事等を拡充する。

　電子入札の対象案件は、設計金額1千万円以上の建設工事である。
　また、設計金額2千万円以上を一般競争入札、2千万円未満を指名競争入札により執行し
ている。
　今後、電子入札の対象案件の拡大を検討する必要がある。

年度別工程
電子入札の対象案件の拡大を検討
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
④事務の効率化・高度化

整理番号 ２６ 主管課 管財課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

26種類 31種類 35種類 38種類 41種類

1,188件/月 1,425件/月 1,615件/月 1,757件/月 1,902件/月

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②システムアクセス数

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①システムに搭載されている地図の種類

□増収

□削減

　統合型地理情報システムの活用促進

　業務の効率化・高度化、市民サービスの向上のために、紙地図やExcelデータ等で管理し
ている地理情報について、統合型地理情報システムの活用を促進する。

　平成28年度から運用を開始した統合型地理情報システムでは、紙地図やExcelデータ等で
管理している地理情報を地図としてシステムに搭載し、搭載した地図を重ねて表示するこ
とや、自由に編集・出力・印刷等をすることが可能であり、様々な地理情報を一元管理す
ることができる。
　しかしながら、利用者（課）に偏りがあるという現状から、職員のシステムに対する認
知度、習熟度を高めていくとともに、さらなるシステムの活用を促進していく必要があ
る。
　また、地理情報を一般に公開することについても併せて検討する必要がある。

年度別工程 操作研修（利用方法相談会）の実施

システム活用事例の紹介を含めた職員への周知

公開型地理情報システム導入の検討
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基本方針２　効率的・効果的な行政運営
④事務の効率化・高度化

整理番号 ２７ 主管課 建設管理課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

2級基準点
久喜地区　19点

2級基準点
久喜地区　19点

2級基準点
久喜地区　8点

3級基準点
久喜地区
40点改測

3級基準点
菖蒲地区
400点改測

3級基準点
久喜地区
370点新設

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

1,290

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

430 860

　道路台帳の一元化の推進

　適正且つ統一的な道路管理のため、市内全域の道路台帳及び公共基準点の充実を図る。

　道路台帳については、旧市町の台帳整備水準に開きがあり、図面の形態、路線体系、境
界整備等の点において、今のままでは台帳を統合できない課題が残っている。
　この点について、図面形式の統一化を図るとともに、市内全域の路線名・体系を統合し
ながら、最新の世界測地系による道路の境界整備を進め、台帳の一元化を図る必要がある
が、現在の台帳図の更新、境界整備のための基準点測量や現地測量が遅滞している状況で
ある。

年度別工程

数値目標
（指標）

②

①公共基準点の整備

□増収

■削減

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　道路台帳の一元化に伴い、境界整備済の台帳図完成を要因とする事務
処理の効率化による人件費の削減効果額

道路の境界整備、座標管理を目的とした公共基準点の整備

道路台帳図面形
式の統合 道路台帳路線体

系の統合 道路台帳図面の
統合、一元化

道路台帳境界査
定図反映（菖蒲
地区）

道路台帳境界査
定図反映（鷲宮
地区）
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ２８ 主管課 財政課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

前年度県平均値
と90.2％を比較
し、低い方の比

率

前年度県平均値
と90.2％を比較
し、低い方の比

率

前年度県平均値
と90.2％を比較
し、低い方の比

率

前年度県平均値
と90.2％を比較
し、低い方の比

率

前年度県平均値
と90.2％を比較
し、低い方の比

率

前年度数値以下 前年度数値以下 前年度数値以下 前年度数値以下
前年度数値と

5.2％を比較し、
低い方の比率

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②実質公債費比率

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①経常収支比率

□増収

□削減

　財政指標（経常収支比率・実質公債費比率）の目標
値の設定

　健全な財政運営のため、原則として、経常収支比率は前年度埼玉県平均値（市のみ）、実
質公債費比率は前年度数値以下を目標とする。

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率はほぼ横ばいで、埼玉県平均値（市のみ）を下回っ
ているが、依然として高い値で推移している。また、実質的な公債費が財政に及ぼす負担を
示す実質公債費比率については改善しているものの、埼玉県平均値（市のみ）を上回ってい
る。
※平成26年度
　経常収支比率　 91.7％（埼玉県内市平均92.4％）
　実質公債費比率　9.0％（埼玉県内市平均5.2％）

年度別工程
経常一般財源の確保や経常経費の削減方法の検討及び実施
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ２９ 主管課 財政課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　市債の繰上げ償還の実施

　より健全な財政運営のために後年度の財政負担を軽減するため、市債の繰上げ償還を実
施する。

　地方債残高及び公債費の縮減対策として、国における公的資金補償金免除繰上償還制度
等を積極的に活用し、過去に高利で借りていた市債を繰上償還することにより、公債費の
縮減を図ってきたところである。
　今後も、その時々の財政状況及び社会情勢等を勘案したうえで、適宜、高利率の市債の
繰上償還を実施し、公債費の縮減に努める。

年度別工程
市債の繰上償還の検討及び実施
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３０ 主管課 財政課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

標準財政規模の
10％以上

標準財政規模の
10％以上

標準財政規模の
10％以上

標準財政規模の
10％以上

標準財政規模の
10％以上

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①基金残高

□増収

□削減

　財政調整基金の確保

　今後の厳しい財政運営を考慮しつつ、健全な財政運営を継続するため、財政調整基金は
標準財政規模の１０％以上を確保する。

　現在、財政調整基金の残高は、標準財政規模の10％以上を確保できている。
　しかし、普通交付税の合併算定替による加算の逓減が、平成27年度から始まっており、
平成31年度を以て終わることから、財政規模の縮減を図っていかなければならない状況で
ある。
　一方、多様化し、変化する行政ニーズに応え続けていかなければならず、財政調整基金
による財源調整の必要性や重要性はより増していくことになる。
　財政調整基金による財源調整により、安定した財政運営を行っていく必要がある。

年度別工程

前年度の決算剰余金から、実質収支の2分の1を下らない額を基金に編入

予算編成における基金からの繰入の抑制
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３１ 主管課
一部事務組合所
管課

関係課 財政課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　一部事務組合負担金の精査

　適正な財政支出のため、一部事務組合の事業内容を確認し、負担金を精査する。

　事業担当課では、所管事業の要求内容の把握が十分に出来ておらず、財政課において事
業担当課及び一部事務組合へヒアリングを実施し、一部事務組合（久喜宮代衛生組合・埼
玉東部消防組合）負担金を精査している。
　事業担当課での一部事務組合事業の精査が必要である。

年度別工程

事業担当課による一部事務組合負担金の精査

財政課による一部事務組合負担金の精査
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３２ 主管課 財政課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　事業部制（枠配分）予算編成の推進

　限られた財源を有効に活用するため、枠配分方法の改善を行う。

　予算編成にあたり、平成24年度から「事業部制（枠配分）」の方式を導入している。
　「事業部制（枠配分）」の方式は、各部が配分された枠内で関係各課間での調整を行う
ため、より現場に近い視点で効果的な配分を行うことができるとともに、総額を抑制する
効果も期待できる。
　しかしながら、本市の歳入面について、普通交付税の合併算定替による増額分が段階的
に減少していくため、今後さらに、限られた財源を有効且つ合理的に活用し、財源に見
合った予算編成を行っていく必要がある。

年度別工程
前年度の予算編成方法の検証、必要に応じた改善
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３３ 主管課 財政課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

40.0％ 42.5％ 45.0％ 47.5％ 50.0％

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①政策的な新規事業（ビルド）数に対するスクラップしたと認められる事業数の割合

□増収

□削減

　スクラップ・アンド・ビルド予算編成の推進

　限られた財源を有効に活用するため、スクラップ・アンド・ビルド予算編成を推進し、
政策的な新規事業（ビルド）数に対するスクラップしたと認められる事業数の割合を、
５０％以上（半数以上）とする。

　現在、同項目の取組については、予算編成方針の中で、『新規事業を実施する場合に
は、既存事業の見直しや廃止を検討した上で財源を捻出すること』と明記することで、そ
の徹底を図っている。
　しかしながら、平成28年度当初予算時には、取組みの対象とすべき新規事業32事業に対
してスクラップ事業は12事業であり、同方針の徹底が達成されているとは言いがたい状況
にある。

年度別工程

予算編成方針にスクラップ・アンド・ビルドの徹底を明記することによる職員への意識付

け

新規事業がある場合は、既存事業の廃止や縮小により財源を捻出するよう、予算ヒアリン
グ等での促し
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３４ 主管課 財政課 関係課 全課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　ゼロ予算事業の推進

　限られた財源を有効に活用するため、予算措置を伴うことなく実施できるゼロ予算事業
の実施を推進する。

　ゼロ予算事業については、現在、予算ヒアリングの中で、対象となる可能性のあるもの
を聞き取り、調整を図っている。
　厳しい財政状況の中で、予算措置を伴わない同取組みは非常に有効であると考えられる
ため、今後も継続して実施していく必要がある。

年度別工程

当初予算編成におけるヒアリングの中で、対象事業となる可能性のあるものを聞き取り、
調整を実施

46



基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３５ 主管課 水道業務課 関係課 水道施設課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　水道事業の健全経営

　将来にわたり水道事業を安定的に運営するため、水道事業の健全経営に向けた取組みを
推進する。

　多くの水道施設が更新の時期を迎えてきており、多額の更新費用が見込まれる。また、
人口減少や節水機器の普及等により、水需要が減少の傾向にある。
　水道施設の更新費用の増加や水道料金の減収等が見込まれる中においても、収支バラン
スの均衡を図る必要がある。

年度別工程

中長期的な経営計画の策定作業

施設更新計画策
定作業

収支財政計画に基づく収支の検証

施設更新計画策

定
中長期的な経営
計画の策定

適正な水道料金の検証

47



基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３６ 主管課 下水道業務課 関係課 下水道施設課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

80件以上 80件以上 80件以上 80件以上 80件以上

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①未接続者の接続切り替え件数

□増収

□削減

　公共下水道事業・農業集落排水事業の健全経営

　将来にわたり、下水道事業を安定的に運営するため、事業の健全経営に向けた取組みを
推進する。

　公共下水道事業においては、未整備区域での整備工事や整備済施設の改築更新、同じく
農業集落排水事業においても、整備済施設の改築更新の時期を迎えているが、人口減少や
節水意識の醸成等による有収水量の減少など、下水道事業の経営は大変厳しい状況にあ
る。
　このような状況下においても、下水道事業のサービスを持続的、安定的に市民に提供し
ていくため、さまざまな角度から事業の健全経営に向けた取組みが必要である。

年度別工程

未接続者への接続促進

使用料の検討

処理区域変更の検討（農集区域の統合、下水と農集の統合）

経営計画の策定

地方公営企業法全部適用の検討
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基本方針３　健全な財政運営
①安定した財政運営

整理番号 ３７ 主管課 管財課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　電力小売自由化の活用

　電気料金の削減のため、電力の契約を見直し、電力小売自由化を活用する。

　現在、45施設においてＰＰＳ（特定規模電気事業者）と高圧電力（契約電力50キロワッ
ト以上）の契約をしている。

平成28年4月からは、電気の小売業への参入が全面自由化（電気の小売全面自由化）と
なったところであるが、電気料金の体系が出始めたばかりであることから、競争入札参加
資格者名簿への登載状況や既に登載されている事業者の動向に注意しながら、契約内容を
見直す必要がある。

年度別工程
現行の電気料金と他社の電気料金との比較検討
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基本方針３　健全な財政運営
②受益と負担の適正化

整理番号 ３８ 主管課
使用料・手数料
所管課

関係課 財政課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　使用料・手数料の見直し

　受益者負担の適正化のため、社会情勢や物価の変動を踏まえ、「久喜市使用料及び手数
料の見直し方針」に基づき、使用料・手数料の見直しを行う。

　使用料及び手数料については、必ずしも受益と負担の均衡が図られていないため、平成
26年10月に「久喜市使用料及び手数料の見直し方針」を策定し、使用料及び手数料が常に
受益者負担の原則に即した金額になっているかを確認するため、算定基準を示し、それに
基づき、毎年度、使用料及び手数料の試算を行っている。
　また、消費税の適正な転嫁についても検証する必要がある。

年度別工程

前年度決算に基づく使用料・手数料の試算、及び受益者負担の適正化の検証

必要に応じ、「久喜市使用料及び手数料の見直し方針」の見直し
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基本方針３　健全な財政運営
②受益と負担の適正化

整理番号 ３９ 主管課
補助金・負担金
等所管課

関係課 財政課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　補助金・負担金等の見直し、精査

　公正且つ効率的な財政支出のため、「補助金等の見直し方針」に基づいた見直し、精査
を行い、必要に応じて「補助金等の見直し方針」を改定する。

　久喜市行政改革大綱実施計画に基づき、平成25年8月に「久喜市補助金等の見直し方針」
を策定し、毎年度補助金・負担金の見直しを図っている。
　見直し対象であった補助金や負担金が対象外となった後も、それらが公正かつ効率的な
ものか、真に社会情勢に即しているかの確認は継続していく必要がある。

※見直し対象事業
平成25年度 補助金91件（一般会計90 特別会計1）負担金229件（一般会計222 特別会計7）

↓
平成27年度 補助金45件（一般会計45 特別会計0）負担金31件（一般会計27 特別会計4）

年度別工程
見直し方針に基づく「チェックリスト」を活用した事業の見直し
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４０ 主管課 収納課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　市税・国民健康保険税の収入未済額の圧縮

　市税・国民健康保険税の収入未済額を圧縮するため、適正な滞納整理を行う。

　市税及び国民健康保険税の収入未済額は年々減少傾向にあるものの、納税資力があるに
もかかわらず、督促や催告を行っても何ら連絡のない滞納者には、「公平な税負担」の観
点から、差押え等の滞納処分を行う必要がある。
　一方で、財産調査等により納税資力がないことが判明した滞納者には、滞納処分の執行
停止により適正な債権整理を行う必要がある。

年度別工程 早期財産調査着手による預金、給与、生命保険などの換価の容易な債権の差押実施

文書や電話による納税催告の実施

納税資力のない滞納者に対する滞納処分の執行停止の実施

調書別表による
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４１ 主管課 各債権所管課 関係課
財政課
収納課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　重点取組債権の適正な管理

　徴収努力により自主財源の確保を推進するとともに、市民に信頼される公正、公平な債
権管理を行う。

　本市では、市全体の債権の収入未済額圧縮を図るため、久喜市債権管理指針を策定する
とともに、久喜市債権管理条例を制定し、適正な債権管理を行うための環境を整備したと
ころである。
　このような中、久喜市債権管理指針に位置づけられた「重点取組債権」について、収入
確保の推進及び収入未済額の圧縮を図るため、適正な債権管理に取り組む必要がある。

年度別工程

調書別表による

債権回収に係る目標設定及び、当該目標の達成度の検証

必要に応じて滞納者に対する法的措置を実施するなど、公平・公正な債権管理の実施

久喜市債権管理庁内連絡会議等により債権管理に関する諸施策の調整及び情報共有
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【数値目標】

No. 主管課 目標となる指標 年度別
平成27年度
（参考）

平成28年度目標
(参考）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 債権の概要・性質

収納率 実績 96.1％ 96.9％

収入未済額
（千円）

実績 810,676

収納率 実績 72.1％ 73.6％

収入未済額
（千円）

実績 1,276,492

収納率 実績 97.4％ 97.4％

収入未済額
（千円）

実績 46,848

収納率 実績 93.7％ 94.6％

収入未済額
（千円）

実績 23,492

納付件数 実績 34件 136件

収入未済額
（千円）

実績 7,376

収納率 実績 99.2％ 99.2％

収入未済額
（千円）

実績 7,956

収納率 実績 74.2％ 76.2％

収入未済額
（千円）

実績 7,785

収納率 実績 97.8％ 98.1％

収入未済額
（千円）

実績 29,727

収納率 実績 60.9％ 76.4％

収入未済額
（千円）

実績 4,889

納付件数 実績 197件 141件

収入未済額
（千円）

実績 44,711

納付件数 実績 88件 89件

収入未済額
（千円）

実績 64,049

収納率 実績 0％ -

収入未済額
（千円）

実績 0

収納率 実績 98.4％ 100％

収入未済額
（千円）

実績 222

収納率 実績 64.5％ 100％

収入未済額
（千円）

実績 16

40 市税・国民健康保険税の収入未済額の圧縮
41 重点取組債権の適正な管理

13
老人ホーム入所者・扶養義
務者負担金

介護福祉課
　措置入所者及び扶養義務者に対する負担金である。
　H28年5月末現在滞納者数 2人（過年度含）

14
ひとり親家庭等医療費返還
金

子育て支援課
　対象者が資格喪失の手続きをせずに、申請したひとり親医療費の自己負担分の返還金で、
対象者が一定の所得以下のために、支払いが滞っている。
　Ｈ28.5.31現在滞納者数　1人

生活保護法第78条徴収金
（平成26年6月30日以前）

社会福祉課

　不実の申請、不正な手段により保護費を受け取った場合、その全部又は一部を徴収する債
権である。ケースワーカーによる個別納入指導、課税調査の徹底、督促状や催告状の発送等
で納入に努めている。
　対象者が生活保護受給者（過去に受給した者含む）のため収納率が低いのが現状である
（資力の発生日が平成26年6月30日以前である債権）。

12 生活保護費返還金 社会福祉課
　最低生活費の減額や収入額の増減により発生した、保護費の過支給分に対する返納金であ
る。（すべての債権が時効のため平成27年度決算で不納欠損として全額処分。）

9
農業集落排水処理事業受益
者分担金

下水道業務課

　農業集落排水処理施設に接続する家屋等の所有者に対して賦課する債権であり、新たに接
続する場合の納付確認の実施や過去の滞納者に対する債権回収により、収入未済額は年々減
少している。
　H28.5.31現在滞納者数 32人

10

非
強
制
徴
収
公
債
権

生活保護法第63条返還金 社会福祉課

　受給者が不当に保護費を受け取る意思がなく、保護費を多く受け取った場合、その全部又
は一部を返還する債権である。ケースワーカーによる個別納入指導、課税調査の徹底、督促
状や催告状の発送等で納入に努めている。
　対象者が生活保護受給者（過去に受給した者含む）のため収納率が低いのが現状である。

11

7 下水道事業受益者負担金 下水道業務課

　下水道の供用開始地域内の土地の所有者に対する負担金であり、本来なら３年１２分割で
納付するものだが、一括納付も認められており、高額の債権を一括で納付する納付者がいる
年もあるため、収納率は年によってばらつきがある。
　H28.6.14現在滞納者数 104人

8 下水道使用料 下水道業務課

　下水道の使用者に対して、その使用量に応じて賦課している債権であり、徴収委託業者に
催告等を実施してもらうことで債権回収に努めているが、既に転出して居所不明になる債務
者が多く、収納率は横ばいで推移している。
　H28.5.31現在滞納者数 1,266人

5
生活保護法第78条返還金
（平成26年7月1日以降）

社会福祉課

　不実の申請、不正な手段により保護費を受け取った場合、その全部又は一部を徴収する債
権である。Ｈ26年7月1日の改正生活保護法施行により、不正受給対策の一環として、国税の
滞納処分の例により処分を行うことが可能となった（非強制徴収公債権から強制徴収公債権
となる）。
　それにより、収納率は従前に比べ高くなっている。

6 後期高齢者医療保険料 国民健康保険課
　75歳以上の方または障がい認定を受けた65歳以上の方を被保険者とする後期高齢者医療制
度の保険料であり、債権管理に努めた結果として収納率は上昇傾向となっている。
　H28.5.31現在滞納者数 130人

3 介護保険料 介護福祉課

　65歳以上の方を被保険者とする介護保険制度の保険料であり、高齢化に伴い被保険者数が
増加していること、介護費用の増大により保険料額が経年的に上昇していることから、収納
率は少しずつ減少してきている。
　H28.5.31現在滞納者数 884

4 保育所保護者負担金 保育課
　保育所の利用に対する保護者の負担金（保育料）であり、保育需要の高まりにより入所児
童数は増え、年々調定額も増加している状況にある。収納率は平成26年度まで上昇傾向と
なっている。

債権名

1

強
制
徴
収
公
債
権

市税 収納課

　地方税法及び久喜市税条例等に基づき課税する債権であり、その税目は、個人市民税、法
人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税である。
　収納率は上昇傾向にあり、収入未済額は減少している。
　H28.5.31現在滞納者数　7,116人

2 国民健康保険税 収納課

　地方税法及び久喜市国民健康保険税条例等に基づき、国民健康保険の被保険者である世帯
主に対して課税する債権である。
　収納率は上昇傾向にあり、収入未済額は減少している。
　Ｈ28.5.31現在滞納者数　4,839人

債権管理に係る両項目については、５ヵ年の目標は立てず、前年度の実績をベースに当該年度の
目標を立てていく、単年度ごとに進捗管理を行います。

斜線部は、毎年度更新していきます。

調書別表
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No. 主管課 目標となる指標 年度別
平成27年度
（参考）

平成28年度目標
(参考）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 債権の概要・性質債権名

- 実績 - 1,670千円以下

収入未済額
（千円）

実績 1,672

収納率 実績 97.1％ 100％

収入未済額
（千円）

実績 20

収納額
（千円）

実績 17 23

収入未済額
（千円）

実績 186

収納率 実績 97.6％ 95.0％

収入未済額
（千円）

実績 20

収納率 実績 97.4％ 98.2％

収入未済額
（千円）

実績 4,059

収納率 実績 100％ 100％

収入未済額
（千円）

実績 0

納付件数 実績 8件 6件

収入未済額
（千円）

実績 117,146

本人への納付指導 実績 年2回実施 年2回実施

収入未済額
（千円）

実績 40,368

本人への納付指導 実績 年2回実施 年2回実施

収入未済額
（千円）

実績 14,235

収納率 実績 89.3％ 89.4％

収入未済額
（千円）

実績 390,542

収納率 実績 100％ -

収入未済額
（千円）

実績 0

収納率 実績 99.3％ 99.4％

収入未済額
（千円）

実績 3,648

収納率 実績 47.4％ 50％

収入未済額
（千円）

実績 6,702

27 入学準備金・奨学金 学務課
　入学準備金・奨学金に関する債権で、経済的に乏しい債権者が多くいる状況であり、収納
率、収入未済額ともにほぼ横ばいで推移している。
　H28.3.31現在滞納者数及び滞納額　38人（35世帯）6,702,236円

25 駐車場協力金 教育総務課
　市内の小・中学校に自動車で通勤している教職員に対して協力をいただいているものであ
り、納入勧奨を実施した結果、平成27年度末現在での収入未済額はゼロである。

26 学校給食費徴収金 学務課 　児童生徒の保護者が負担する学校給食に要する経費（学校給食費）

遅延損害金 障がい者福祉課

　有限会社エイム及び特定非営利活動法人エイム福祉サポートによる自立支援給付費等の不
正請求が行われたことによる債権である。
　法人の破産手続きは終了しているが、民法第174条の2の規定に基づく債権として平成33年
1月までの10年間債務者に対し催告、納付指導を行う。

24 水道料金 水道業務課
　水道の使用者に対して、使用量に応じた水道料金を徴収する私債権であり、徴収委託業者
が催告等を実施して債権回収に努めているが、市外に転出して居所不明になる債務者が多
く、収入未済額は横ばいで推移している。

21

私
債
権

住宅資金貸付金元金収入
住宅資金貸付金利子収入

人権推進課
　同和対策事業の一環として行われた住宅資金の貸付に関して、未償還となっている元金及
び利子である。
　H28年5月末現在の滞納者は33人となっている。

22 損害賠償金 障がい者福祉課

　有限会社エイム及び特定非営利活動法人エイム福祉サポートによる自立支援給付費等の不
正請求が行われたことによる債権である。
　法人の破産手続きは終了しているが、民法第174条の2の規定に基づく債権として平成33年
1月までの10年間債務者に対し催告、納付指導を行う。

23

19
農業集落排水処理施設使用
料

下水道業務課
　農業集落排水の使用者に対し、使用人数に基づいて賦課している債権で、債権の性質上督
促・催告以上のことを行えなかったが、収納率は年々上昇している。
　H28.5.31現在滞納者数 46人

20 幼稚園保育料 学務課
　幼稚園の利用に対する保護者の負担金（保育料）であり、平成24年度までは収納率は100%
だったが、その後1名の滞納者がいた。その滞納者も遅れながらも次年度には納入してい
る。

学童保育保護者負担金 保育課
　放課後児童クラブのうち、合併前の旧菖蒲町と旧鷲宮町の直営による学童保育の保護者負
担金（保育料）であり、指定管理者への移行により過年度分のみとなっている。

18 一般被保険者返納金 国民健康保険課
　国民健康保険資格喪失後に国民健康保険を使用した場合における、その医療保険分の返納
金で、収納率、収入未済額は、平成25年度を除いてほぼ横ばいで推移している。

15

非
強
制
徴
収
公
債
権

児童扶養手当返還金 子育て支援課
　対象者が資格喪失の手続きをせずに、給付された児童扶養手当の返還金で、対象者が一定
の所得以下のために、支払いが滞っている。
　Ｈ28.5.31現在滞納者数　3人

16 児童手当返還金 子育て支援課
　対象者が資格喪失の手続きをせずに、給付された児童手当の返還金で、対象者が一定の所
得以下のために、支払いが滞っている。
　Ｈ28.5.31現在滞納者数　1人（Ｈ27年度より滞納発生）

17
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４２ 主管課 企画政策課 関係課
有料広告媒体所
管課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

9媒体 9媒体 9媒体 9媒体 9媒体

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

33,360

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

6,648 6,678 6,678 6,678 6,678

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　有料広告による収入額

①有料広告継続募集媒体数

■増収

□削減

　有料広告等の推進

　自主財源の確保や無償での物品調達を進めるため、市の財産や印刷物等への有料広告の
掲載等を推進する。

　既存媒体である広報くき、ホームページ、ネーミングライツ、受付番号表示板、窓口封
筒、市内循環バス、水道だより、雑誌スポンサーについては、継続して取組みを行ってい
るほか、暮らしの便利帳、子育て支援ガイドブックなど、個別の取組みも実施している。
　また、平成28年9月から、総合体育館に、ネーミングライツを導入している。
　新規媒体としては、公共施設の壁面が職員提案として採用されていることから、検討を
進めていく必要がある。

年度別工程

有料広告等の推進

公共施設壁面
広告の募集開始
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４３ 主管課 施設所管課 関係課 管財課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　自動販売機設置事業者の公募

　市有財産の有効活用、自主財源の確保、市民サービスの向上を図るため、新規に設置す
る自動販売機の設置事業者を公募する。

　平成28年3月に自動販売機設置事業者の公募を実施し、募集物件5件のうち3件について設
置事業者を決定した。
　自動販売機を設置する施設の用途、立地、利用者数などの条件によっては、公募しても
参加する事業者がいない場合がある。

年度別工程
新規に自動販売機を設置する場合、設置事業者の公募
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４４ 主管課 企画政策課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

1,000件以上 1,000件以上 1,000件以上 1,000件以上 1,000件以上

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

50,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　寄附者による寄附金額

①寄附件数

■増収

□削減

　ふるさと納税の受入れ推進

　市のＰＲや自主財源の確保のため、返礼品の充実等、ふるさと納税の受入れを推進す
る。

　平成20年度の税制改正において「ふるさと納税」が導入され、各自治体が取り組みを開
始し、市では、平成26年12月より寄附者へ市の特産品等を返礼品として贈呈している。
　寄附者の住民税控除が平成27年度から10％から20％に引き上げられたことにより、寄附
者の増加が見込まれるところである。
　継続的な財源の確保、寄附者の住所地住民税が減額されることによる本市での市民税の
減収等が課題である。

年度別工程

ふるさと納税制度のＰＲと市の情報発信

返礼品の充実
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基本方針３　健全な財政運営
③自主財源の確保

整理番号 ４５ 主管課
都市計画課
商工観光課

関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

549,535

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

246,730 179,440 78,505 33,645 11,215

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　奨励金等交付企業の固定資産税納付額-企業誘致奨励金等交付額

①

■増収

□削減

　産業基盤の整備による自主財源の確保

　企業誘致による新たな税収の確保のため、産業基盤の整備や条例に基づいた奨励金等の
交付を実施する。

　工業団地の整備が完了し、用地も完売していることから、進出を希望する企業はある
が、工業用地がない状況である。
　企業誘致条例に基づく特定区域内企業に対する奨励金等の交付は平成34年度まで継続予
定であり、交付対象企業は、平成29年度は22社、平成30年度には16社、平成31年度には7
社、平成32年度には3社、平成33年度は1社となる見込みである。
　本市は、交通の要衝であり、東北道と圏央道が久喜白岡JCTで結ばれ、都心を通らずに、
関越道、中央道、東名高速まで繋がったことにより、さらなる企業進出が見込まれる。
　今後においては、新たな産業団地の創出が課題である。

年度別工程

新たな産業団地の選定

企業誘致条例に基づく奨励金等の交付
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基本方針３　健全な財政運営
④市有財産の有効活用・適正化

整理番号 ４６ 主管課
企画政策課、管
財課、各総合支
所総務管理課

関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　市有財産の有効活用の推進

　市有財産の有効活用を推進するため、行政財産の建物の空きスペースの有効活用や、普
通財産の売却又は賃貸借を実施する。

　行政財産の建物(総合支所等)の中には、空き部屋(空きスペース)がある。
　これらの建物の空き部屋(空きスペース)の有効活用が、課題となっている。
　普通財産について、今後活用する予定のないものについては、売却を実施する必要があ
る。

年度別工程

空き部屋(空きスペース)の活用方法の検討

普通財産の売却
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基本方針３　健全な財政運営
④市有財産の有効活用・適正化

整理番号 ４７ 主管課 企画政策課 関係課
管財課
施設所管課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

①

□増収

□削減

　公共施設アセットマネジメントの推進

　公共施設等の総合的な管理・運営のため、「久喜市公共施設等総合管理計画」に基づ
き、公共施設アセットマネジメントを推進する。

　平成28年3月に、市が管理する公共建築物やインフラ資産の更新・統廃合・長寿命化な
ど、公共施設等の管理に関する基本的な考え方を掲載した、「久喜市公共施設等総合管理
計画」を策定した。
　「久喜市公共施設等総合管理計画」は、市の公共施設の最新の状況を把握した上で、将
来の総合的な管理・運営方針を定めており、今後はこの計画に基づいて、施設ごとの「個
別施設計画」策定を進めるため、具体的な検討を行う必要がある。

年度別工程
「個別施設計画」の策定に向けた検討
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基本方針３　健全な財政運営
④市有財産の有効活用・適正化

整理番号 ４８ 主管課
生涯学習課
中央公民館

関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

20,924

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

5,231 5,231 5,231 5,231

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　しずか館本館における施設管理業務の縮小による委託料の削減額

①

□増収

■削減

　栗橋いきいき活動センターしずか館と栗橋公民館の
統廃合の検討

　栗橋いきいき活動センターしずか館と栗橋公民館を統廃合し、栗橋公民館の建て替え等
を実施する。

　公の施設管理運営検討委員会においてしずか館と栗橋公民館の統廃合の方針が示され、
これに基づき統合後の施設の場所、規模等のあり方の検討調整を図り、手法、工法につい
て検討しているところである(改修又は新築) 。
　平成27年度末には、しずか館施設内の適応指導教室並び文化財保護課所管の文化財保管
庫等の移転先が確定し、移転が完了したが、各種団体の備品が一部保管されていることか
ら、関係団体に備品等の移動を要請している。
　今後、統廃合における具体的計画が策定され次第、しずか館利用者に対し説明会等を実
施する。

年度別工程

栗橋公民館

改修等の方法の検討

しずか館と栗橋公民館の統廃合の検討

しずか館

諸室や体育館及び運動場の代替場所の検討

栗橋公民館

検討結果を踏まえた改修等の準備

しずか館

施設管理業務委託の見直し
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基本方針３　健全な財政運営
④市有財産の有効活用・適正化

整理番号 ４９ 主管課 公園緑地課 関係課

取組項目 目標時期 継続実施

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　【参考】廃止した場合の削減効果額　指定管理料　13,373,000円

①

□増収

■削減

　久喜市民プール事業の検討

　事業の継続のため、指定管理者と協議調整を図りながら、効率的且つ適切なプールの管
理運営を図るとともに、大規模な改修が必要となった場合は、廃止を検討する。

　平成2年7月1日の開設以来、既に25年以上が経過し、施設の老朽化が進んでいる。
　毎年、開設に向けて修繕工事を実施しているところであるが、維持補修費が増加してい
る。
　施設の管理運営については、指定管理者が行っている。
　施設の老朽化が進んでいる一方で、営業を期待する人も相当数ある状況である。
　【H27改修実績　3件】
　【利用人数　H23年13,384人 H24年18,023人 H25年19,117人 H26年20,183人
　　　　　　　H27年23,353人】

年度別工程
大規模改修が必要となった場合、廃止の検討
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基本方針３　健全な財政運営
④市有財産の有効活用・適正化

整理番号 ５０ 主管課
鷲宮総合支所環
境経済課

関係課

取組項目 目標時期 平成29年度

目　標

現状・課題

【年度別工程、数値目標（指標）】
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

【財政効果額】
財政効果の

種別
平成29-33年度

目標額

14,704

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

3,676 3,676 3,676 3,676

数値目標
（指標）

②

（単位：千円）

財政効果額の積算方法

　農業センターの運営費用の削減額

①

□増収

■削減

　農業センター事業の検討

　農業センター事業の新たな引き受け先を確保するなど、農業者への影響を十分考慮し
て、農業センターの廃止に向けた検討を進める。

　市が農家から委託された農作業を実施してきたが、年々利用者が減少を続けている。ま
た、施設の老朽化が進んでおり、農機具等の維持管理費の増加が見込まれる。
　農作業の受託については、農協や農業者団体等において実施することが望ましい業務で
ある。

年度別工程

農業センターの
あり方の検討

農業センターの
あり方の決定
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■削減効果 （単位：千円）
整理
番号

取組項目名 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 計

5 マイナンバーカードの発行促進 1,697 1,697 3,394

6 証明書自動交付機の見直し 6,902 16,909 16,909 16,909 57,629

8
栗橋駅構内市民サービスコーナーの
廃止

1,986 1,986 1,986 1,986 7,944

22 職員定員管理の適正化 39,310 62,896 86,482 117,930 306,618

27 道路台帳の一元化の推進 430 860 1,290

48
栗橋いきいき活動センターしずか館
と栗橋公民館の統廃合の検討

5,231 5,231 5,231 5,231 20,924

50 農業センター事業の検討 3,676 3,676 3,676 3,676 14,704

計 39,310 80,691 114,284 147,859 30,359 412,503

■増収効果 （単位：千円）

No. 取組項目名 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 計

42 有料広告等の推進 6,648 6,678 6,678 6,678 6,678 33,360

44 ふるさと納税の受入れ推進 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 50,000

45
産業基盤の整備による自主財源の確
保

246,730 179,440 78,505 33,645 11,215 549,535

計 263,378 196,118 95,183 50,323 27,893 632,895

（３）第２次久喜市行政改革実施計画財政効果額一覧表

■財政効果の基本的な考え方
　取組みを行ったことによる増収又は削減の財政効果額を設定しています。
　第２次久喜市行政改革実施計画では、整備のための費用は測定せず、実施することによる、経常的な経費
の基準額（現状額）との比較で財政効果を見込んでいます。

1,045,398千円財政効果目標額合計（削減効果＋増収効果）
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